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（参考）第３回料金制度専門会合の議論の振り返り①

 第３回料金制度専門会合でいただいた主なご意見は以下の通り。

成果目標、行動目標の設定

 外生的な要因で結果が決まってしまうと、一般送配電事業者の努力と直接結びつかずに棚ぼたになってしまったり、
一般送配電事業者に正しいインセンティブが働かなかったりすることがあるので、この点は留意する必要があると考え
る。（華表委員）

 基本的に事務局の提案に賛同するが、1点反対意見を述べたいのが、更新投資の目標イメージの記述。マスター
プラン検討委員会でも意見申し上げたが、「リスク量を期初以下に維持することを前提とする」という表記には反対
したい。（圓尾委員）

 新規、拡充投資については、マスタープランの進捗率で評価するとあるが、投資の種類によっては、投資効果の発
現が規制期間を超えてくるケースが想定される。従って、投資の確保という目的達成のために評価方法を議論する
際には、十分な工夫が必要と考えている。（男澤委員）

 目標については、達成に係る費用とそこから得られるベネフィットをきちんと分析して、見極めをきちんとしていただけ
ればと思う。あまり高すぎる目標を立てるとコストがかかって、それが託送料金の値上げに繋がってしまうので、そこは
注意いただきたい。また、目標達成の判断において、一般送配電事業者の有責性は確りと見極めて欲しい。（川
合委員）

 目標が決まったとして、「その項目の質を下げるというのが合理的だと思うので下げた、その結果コストも下がった」と
いう場合に、レベニューキャップの世界では、利益が出るという話になる。「質を下げてコストを下げた」、「質を維持し
てコストを下げた」というのはいずれの場合も利益が出るが、全然意味が違うので、それを補正する側面がインセン
ティブにはあるのだと思っている。目標の合理性を議論する際には、最初に掲げた目標に対して、質を下げることで
利益が出るような形にしていいのかという議論も同時に含んでいることを忘れずに、議論いただきたい。（松村委
員）

 今後細かい議論に入っていくが、託送料金制度改革の狙いからは常に外れない形で、大きなビジョンに対しての細
かい運用を決めていきたいと思う。（北本委員）

 目標項目は是非シンプルにしていただきたい。項目を盛り込みすぎると現場も、消費者を含めたステークホルダーも、
消化不良になる可能性があると思う。できれば、定量的に判断でき、ルール等が明確に確立していることが目標の
前提であって欲しい。その上で、「安定供給」、「再エネ導入拡大」、「レジリエンス強化に伴う広域化」の３点につ
いては、是非明確に高い目標を入れて欲しい。（河野オブ）
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（参考）第３回料金制度専門会合の議論の振り返り②

 第３回料金制度専門会合でいただいた主なご意見は以下の通り。

託送料金の設定
 ネットワーク投資の性質や、託送料金の安定性を考えると実務的には５年一律という案に賛成。一方で、収入が

一定となると、上場子会社の経営として、費用はそれに合わせていくという潜在的なインセンティブもあるかと思うの
で、やるべき投資を確りやっていただくことが必要と思う。今回事務局から５年間一律を前提としつつも、合理的な
説明があった場合には、年度毎に異なる託送料金の設定を認めるという整理に賛成。（男澤委員）

制御不能費用の調整

 目標設定と同様だが、事業者の努力と直接結びつかずに棚ぼたになってしまったり、事業者に正しいインセンティブ
が働かなかったりすることに対しては、留意する必要がある。「量・単価の両方が外生的な要因によって変動するも
の」と表現があるが、量・単価の片方のみが外生的な要因によって変動するものへの考慮が必要と思った。（華表
委員）

 制御不能費用に整理された場合には、基本的に査定をしないということなのだと思う。他方、制御不能費用以外
は、一定の査定の対象となると思うが、その際に効率化余地が小さい費用に関してはそれを留意した査定がなされ
るということだと思う。制御不能費用だという場合には、コントロールが難しい、査定が難しいというものを入れるべき
だと思う。（松村委員）

インセンティブの設定

 インセンティブの類型として、「収入上限の引き上げ、引き下げ」と、「レピュテーショナルインセンティブの付与」という
２段構えで行くというのは、バランスが良さそうだと思った。実際に、論点１で挙げられている項目案を見ると、数値
目標を立てるのが難しそうな項目も多くあるので、この２段構えをうまく活用していくことが重要と思った。（華表委
員）

 レピュテーションに関しては、受益者選択があまり起きないという観点でいくと、これをどのように財務的なインセンティ
ブにつなげられるかは考えた方が良い。消費財と違って、受益者選択が起きない事業であることは留意が必要。
（梶川委員）
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１．目標及びインセンティブの設定

２．事業計画の策定

３．収入上限算定の全体像





・系統アクセス ・設備形成 ・接続契約

7

接続

供給

料金

・系統運用 ・供給契約 ・保安
・需要予想 ・調整力確保 ・緊急時対応

・料金算定 ・情報提供 ・検針 ・計量

安定供給

再エネ導入拡大

サービスレベルの向上

目標分野

（参考）成果目標、行動目標を設定すべき目標分野
 託送料金制度改革の狙いは、一般送配電事業者における必要な投資の確保とコスト効率化を両立させ、再

エネ主力電源化やレジリエンス強化等を図るものである。その上で、一般送配電事業者が一定期間に達成す
べき目標については、社会的便益の最大化という観点から、一般送配電事業者の業務におけるサービスレベル
の向上及び効率化、イノベーション推進、安全性や環境性への配慮、といった方向となるのではないか。具体
的には以下のような分野としてはどうか。

方向性

一般送配電事業者の業務

等

広域化

デジタル化

安全性・環境性への配慮

次世代化

託送料金制度改革の狙い

必要な投資の確保とコスト効率化を両立させ、
再エネ主力電源化やレジリエンス強化等を図る。 ●サービスレベル

の向上

●効率化

●安全性・環境性
への配慮

●イノベーション推進

2020年9月14日
第2回料金制度専門会合資料3
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 設定すべき目標分野については、以下の内容を参考に各目標分野における成果目標、行動目標
を設定する。

目標分野 一般送配電事業者が取り組むべき内容

安定供給 ●中長期的にみて安定的かつ質の高い電力を供給すること

再エネ導入拡大 ●再エネ導入を予測した主体的な系統形成を行い、系統接続を希望する再エネ電源に公平かつ迅速
な接続機会を提供すること

サービスレベルの向上 ●顧客及びステークホルダー志向のネットワークサービスのレベルをさらに向上させること

広域化 ●広域メリットオーダーや送配電事業のレジリエンス強化、コスト効率化達成に向けて、全国レベルでの広
域的な運用を行うこと

デジタル化 ●AI、IoTなどのデジタル技術やアセットマネジメントシステムを活用した保安業務等の高度化を図る等の
取り組みを行うこと

安全性・環境性への配慮 ●公衆、従業員や工事関係者の安全を確保し、また環境への影響にも配慮した取り組みを行うこと

次世代化 ●送配電事業における課題の解決に向けた新たな取り組みを通じて、送配電NWの次世代化を図ること

（参考）各分野の目標イメージ 2020年9月14日
第2回料金制度専門会合資料3
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目標及びインセンティブの設定①
分野 項目 目標 インセンティブ

安定供給

停電対応  「実際の停電量が、一定水準を上回らないこと」を基本としつつ、
引き続き詳細を検討

収入上限の
引き上げ・引き下げ

設備拡充  マスタープランに基づく広域系統整備計画について、規制期間に
おける工事全てを実施すること

レピュテーショナル
インセンティブ

設備保全

 標準化されたアセットマネジメント手法で評価したリスク量（故
障確率×影響度）を現状の水準以下に維持することを前提に、
各一般送配電事業者が高経年化設備の状況やコスト、施工
力等を踏まえて、中長期の更新投資計画を策定し、規制期間
における設備保全計画を達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ

無電柱化
 国土交通省にて策定される無電柱化推進計画を踏まえ、各道
路管理者の道路工事状況や、施工力・施工時期を加味した
工事計画を一般送配電事業者が策定し、それを達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ

再エネ導入
拡大

新規再エネ電源の
早期かつ着実な連系

 接続検討、契約申込回答期限超過件数を、ゼロにすること
 再エネ電源と合意した受電予定日からの遅延件数を、ゼロにす
ること

収入上限の
引き上げ・引き下げ

混雑管理に資する対応
 国や広域機関において検討されている混雑管理（ノンファーム
型接続や再給電方式、その他混雑管理手法）を実現する計
画を一般送配電事業者が設定し、それを達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ

発電予測精度向上  再エネ出力制御量の低減を目的に、発電予測精度向上等に
関する目標を設定し、それを達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ
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目標及びインセンティブの設定②
分野 項目 目標 インセンティブ

サービスレベルの
向上

需要家の接続
 接続検討、契約申込回答期限超過件数を、ゼロにすること
 需要家と合意した供給予定日からの遅延件数を、ゼロにするこ
と

収入上限の
引き上げ・引き下げ

計量、料金算定、通知
等の確実な実施

 接続送電サービス、臨時接続送電サービス、予備送電サービス
等における各メニューの確定使用量および料金について、誤算
定、誤通知の件数をゼロ件とすること

収入上限の
引き上げ・引き下げ

顧客満足度  一般送配電事業者がステークホルダーとの協議を通じて、取組
目標を自主的に設定し、それを達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ

広域化

設備の仕様統一化  国の審議会における議論を踏まえ、一般送配電事業者が仕様
統一を行うこととした設備について、仕様統一を達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ系統運用の広域化  需給調整市場の広域化を実現する計画を設定し、それを達成

すること

災害時の連携推進  一般送配電事業者１０社が共同で作成し、提出する災害時
連携計画に記載された取組内容を達成すること

デジタル化 デジタル化  一般送配電事業者がステークホルダーとの協議を通じて、取組
目標を自主的に設定し、それを達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ

安全性・環境性
への配慮

安全性・環境性への
配慮

 一般送配電事業者がステークホルダーとの協議を通じて、取組
目標を自主的に設定し、それを達成すること

レピュテーショナル
インセンティブ

次世代化
分散グリッド化の推進  一般送配電事業者が配電事業等の分散グリッド化に向けた取

組目標を自主的に設定し、それを達成すること レピュテーショナル
インセンティブスマートメーターの

有効活用等
 国の審議会における議論を踏まえ、次世代スマートメーターを導
入する計画を策定し、それを達成すること





14

目標項目の設定（安定供給）
 前回、安定供給については、一般送配電事業者が中長期的に、質の高い電気を、安定的に供
給するよう促す観点から、具体的には以下のような目標を設定することについてご議論いただいた。
それを踏まえ、目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法について、今回
ご議論いただきたい。

項目 目標のイメージ

① 停電対応
 実際の停電量が、供給計画で基準とするEUE（年間停電量の期待値）を上回らないこと。ただし、目
標設定における停電量の扱いについては、災害時等の外生性の強い事象に起因する停電量を除くべき
か否かも含めて、今後要検討。

② 設備拡充  マスタープラン等で策定された整備計画を実施すること。
⇒目標の評価にあたっては、期初に計画した工事に対する進捗率を確認することも一案か。

③ 設備保全

 標準化されたアセットマネジメント手法で評価したリスク量（故障確率×影響度）※を期初のリスク量以
下に維持することを前提とした保全計画を実施すること。ただし、外生的な要因によるリスク量の変動の扱
いについては今後要検討。
※アセットマネジメント手法の標準化については、広域機関にてガイドラインを策定。

④ 無電柱化  国土交通省や地方自治体において策定された無電柱化推進計画を達成すること。

前回提示した停電関連項目（■停電回数、■設備故障件数、■復旧時間、復旧日数、■計画
停電、非計画停電）については、以下の指標（停電量）を目標として設定することで、網羅的に評
価することが出来るのではないか。
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①停電対応－安定供給
 停電対応については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 「実際の停電量が、一定水準を上回らないこと」を基本としつつ、引き続き
詳細を検討する。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン①】

 目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的理由により目標の未達成があったと判断される場合には、
評価において考慮する。また、再エネ導入により安定供給に影響があった場合には、その
影響についても事業者の説明を踏まえて考慮する。）

 目標の達成により、規制期間中における社会的便益を見込むものであり、達成状況
に応じて、翌規制期間の収入上限の引き上げ、引き下げを行ってはどうか。

 具体的には、目標を達成した場合、収入上限の引き上げを行い、未達成の場合は、
その度合いに応じて収入上限の引き下げを行うこととしてはどうか。

※停電量の実績については採録が困難であることを踏まえ、対応を今後検討する
（詳細は次頁）。
※また、停電要因の分類（内生要因・外生要因）や、原因不明とされた停電の扱
いについても今後検討が必要。
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 停電対応における社会的便益の直接的な指標としては、停電回数や停電時間ではなく、停電量を目標とし
て設定することが望ましい。

 一方で、停電量の採録や停電要因の分類については以下のような論点があり、今後詳細を検討していくことと
したい。

論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①停電対応－安定供給

需要家の接続電圧 停電時間・停電回数

特別高圧 一部事業者のみ
採録可能

高圧 一部事業者のみ
採録可能

低圧
採録可能

※広域機関における「電気の質に関する
報告書」にて年次報告（低圧電灯が対象）

 停電量の採録は、技術的に困難な状況であり、停電量を把握するには、停電時間の実
績を元に、推計する方法が考えられる。

 なお、停電時間・停電回数については、実績の採録が可能（ただし、一部の一般送配電
事業者でシステム改修等の対応が必要となる見込み）。

停電量の採録について

停電量

1需要家あたりの年間停電時間（分）
×需要家数×1需要家あたりの平均負

荷（kW）/60分により推計

停電時間を元に、
停電量を推計

＜（参考）現在の停電実績採録＞

 災害時等の外生性の強い事象に起因する停電量の扱いについては、今後検討が必要。
 なお、停電時間・停電回数における外生要因、内生要因については、実績の採録が可能
（ただし、一部の一般送配電事業者でシステム改修等の対応が必要となる見込み）。

停電要因の分類について
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 マスタープランに基づく広域系統整備計画について、規制期間におけ
る工事全てを実施すること

※マスタープランに基づく広域系統整備計画については、広域機関が一般送配電事
業者と連携して策定。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、工事の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。

※なお、計画未達成の場合にはその分の費用を翌規制期間の収入上限から減額する
こととしてはどうか（今後、詳細について検討する）。

 設備拡充については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
②設備拡充－安定供給
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 設備拡充は、マスタープラン等に基づく投資計画を策定する連系線・基幹系統と、一般送配電事
業者が自主的に投資計画を策定するローカル・配電系統に分類される。

設備拡充

連系線・基幹系統

ローカル・配電系統

計画

マスタープラン等に基づく
投資計画

一般送配電事業者が
自主的に策定する

投資計画

安定供給、再エネ導
入拡大等に向けた特
に重要な取組であり、
目標として設定する。

目標として設定はしな
いが、事業計画の中
で投資の必要性を説
明し、計画の達成状
況を確認する。

目標

（参考）②設備拡充－安定供給
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 標準化されたアセットマネジメント手法で評価したリスク量（故障確率×影響
度）を現状の水準以下に維持することを前提に、各一般送配電事業者が高
経年化設備の状況やコスト、施工力等を踏まえて、中長期の更新投資計画を
策定し、規制期間における設備保全計画を達成すること

※中長期の更新投資計画を策定する具体的な期間については、設備の経年分布や施工力も
踏まえて、今後検討する。
※高経年化対策とそれ以外の工事、またリスク量算出対象外設備の扱いをどうするか、今後検
討する。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未達成があったと判
断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、工事の進捗状況の公表による
レピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合はその原因と改善策をあ
わせて公表することとしてはどうか。

※なお、計画未達成の場合にはその分の費用を翌規制期間の収入上限から減額することとしてはどう
か（今後、詳細について検討する）。

 設備保全については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
③設備保全－安定供給

適切なリスク量の水準については、一般送配電事業者による評価や費用対効果も踏まえ、
国及び広域機関において引き続き検討することが必要。ただし、検討には時間を要することから
第１規制期間においては、まずリスク量を現状の水準以下に維持することを基本としてはどうか。
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 無電柱化については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 国土交通省にて策定される無電柱化推進計画を踏まえ、各道路管
理者の道路工事状況や、施工力・施工時期を加味した工事計画を
一般送配電事業者が策定し、それを達成すること

※国土交通省における無電柱化推進計画が規制期間中に策定された場合は、一般送配電事
業者の工事計画を見直すことを想定。
※地方自治体が策定する無電柱化推進計画の扱いについては、今後検討する。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。 ）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、工事の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。

※なお、計画未達成の場合にはその分の費用を翌規制期間の収入上限から減額する
こととしてはどうか（今後、詳細について検討する）。

論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
④無電柱化－安定供給
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目標項目の設定（再エネ導入拡大）
 前回、再エネ導入拡大については、一般送配電事業者が、再エネ導入を予測した主体的な系統形成を行い、

系統接続を希望する再エネ電源に公平かつ迅速な接続機会を提供するように促す観点から、具体的には以
下のような目標を設定することについてご議論いただいた。それを踏まえ、目標の設定、目標達成の評価方法
及びインセンティブの付与方法について、今回ご議論いただきたい。

項目 目標のイメージ

① 新規再エネ電源の早期かつ
着実な系統連系

 接続検討や契約申込回答期限超過割合が、過去５年間の実績割合を超えないようにするこ
と。
⇒評価にあたっては、広域機関より公表している「発電設備等系統アクセス業務に係る情報の
取りまとめ」にて報告対象となっている対象電源（最大受電電力500kW以上の発電設備
等）の実績を確認することも一案か。

 再エネ電源と合意した受電予定日からの遅延日数が過去５年間の実績を超えないようにする
こと。

② 混雑管理に資する対応

 国や広域機関において、今後検討する混雑管理手法※を踏まえて、その導入に係るロードマッ
プの策定や必要なシステム投資の進捗率等を目標として設定し、その目標を達成すること。

※今後の混雑管理に関する議論を注視して検討していくことを想定。また、ノンファーム型接続、日本版
コネクト＆マネージへの対応を含む。

③ 発電予測精度の向上に資する
対応

 発電予測精度の向上について、向上に係るロードマップの策定や必要なシステム投資の進捗
率、再エネ出力制御量の低減等を目標として設定し、その目標を達成すること。
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 新規再エネ電源の早期かつ着実な連系については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 接続検討、契約申込回答期限超過件数を、ゼロにすること
 再エネ電源と合意した受電予定日からの遅延件数を、ゼロにすること

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン①】

 目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（接続検討、契約申込回答期限超過について、申込者都合や特殊検討等による
合意の上での遅延については個別説明を検討。受電予定日からの遅延について、非
常災害や発電者都合（工事遅延）などの外生的な要因で、当初の予定日が変
更されるケースについては評価対象からの除外を検討。）

 目標の達成により、規制期間中における社会的便益を見込むものであり、達成状況
に応じて、翌規制期間の収入上限の引き上げ、引き下げを行ってはどうか。

 具体的には、目標を達成した場合、収入上限の引き上げを行い、未達成の場合は、
件数に応じて収入上限の引き下げを行うこととしてはどうか。

論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①新規再エネ電源の早期かつ着実な連系－再エネ導入拡大

※託送供給等約款を遵守する観点からゼロを目標として設定することが望ましいが、
各一般送配電事業者の過去実績や、実際に件数をゼロとするために必要な費用を
踏まえて今後詳細を検討する。
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 混雑管理に資する対応については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 国や広域機関において検討されている混雑管理（ノンファーム型接
続や再給電方式、その他混雑管理手法）を実現する計画を一般送
配電事業者が設定し、それを達成すること

※計画は、今後の国や広域機関における議論を踏まえて設定することとし、具体的
には導入に向けた「システム開発」や「市場運用、システム運用」等を想定。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、計画の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。

論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
②混雑管理に資する対応－再エネ導入拡大
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（参考）②混雑管理に資する対応－再エネ導入拡大 2020年10月22日
第3回 広域連系系統のマスタープラン
及び系統利用ルールの在り方等に関する

検討委員会 資料２
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
③発電予測精度向上－再エネ導入拡大
 発電予測精度向上に資する対応については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 再エネ出力制御量の低減を目的に、発電予測精度向上等に関する
計画を設定し、それを達成すること

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、計画の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。

※計画は、今後の国や広域機関における議論を踏まえて設定する。
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（参考）③発電予測精度向上－再エネ導入拡大 2018年11月12日
第18回 系統ワーキンググループ資料2-4



目標項目の設定（サービスレベルの向上）
 サービスレベルの向上については、一般送配電事業者が顧客及びステークホルダー志向のネットワークサービス

のレベルをさらに向上させるように促す観点から、需要家の申込に対する迅速な接続対応、計量、料金算定、
通知等の確実な実施に加えて、各種手続きの円滑な実施や情報提供等、様々なサービスについて、そのレベ
ルを向上させていくことが重要。

 その中でも、特に重要度が高いと考えられる需要家の接続、計量・料金算定・通知等の確実な実施について
は国が目標を設定することとし、その他の取り組みについては、一般送配電事業者がステークホルダーの意見を
聞きつつ、自主的に目標を設定することについて前回ご議論いただいた。それを踏まえ、目標の設定、目標達
成の評価方法及びインセンティブの付与方法について、今回ご議論いただきたい。

項目 目標イメージ

① 需要家の接続  接続検討や契約申込回答期限超過割合が、過去５年間の実績割合を超えないようにすること。
 需要家と合意した供給予定日からの遅延日数が過去５年間の実績を超えないようにすること。

② 計量、料金算定、通知
等の確実な実施

 通知した使用量が誤っていた比率（対象となった需要口数）や確定使用量のお知らせの通知送付
が遅れた比率（対象となった需要口数）が、過去５年間の実績を超えないようにすること。
⇒評価にあたっては、一般送配電事業者に責がないケースについて、適切な説明がなされることを前
提に評価対象外とすることも一案か。

③ 顧客満足度

 国が具体的な目標数値を決めず、一般送配電事業者が顧客満足度向上に向けた取組目標を自
主的に設定し、その目標を達成すること（情報提供の質・透明性や情報アクセスの容易性等の様々
な指標が考えられる）。

目標設定の際に、地域毎に顧客ニーズが異なることを踏まえ、一般送配電事業者がステーク
ホルダーと協議を行うことも一案

30
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①需要家の接続－サービスレベルの向上
 需要家の接続については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 接続検討、契約申込回答期限超過件数を、ゼロにすること
 需要家と合意した供給予定日からの遅延件数を、ゼロにすること

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン①】

 目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（接続検討、契約申込回答期限超過について、申込者都合や特殊検討等による
合意の上での遅延については個別説明を検討。供給予定日からの遅延について、非
常災害や需要家都合（工事遅延）などの外生的な要因で、当初の予定日が変
更されるケースについては評価対象からの除外を検討。）

 目標の達成により、規制期間中における社会的便益を見込むものであり、達成状況
に応じて、翌規制期間の収入上限の引き上げ、引き下げを行ってはどうか。

 具体的には、目標を達成した場合、収入上限の引き上げを行い、未達成の場合は、
件数に応じて収入上限の引き下げを行うこととしてはどうか。

※託送供給等約款を遵守する観点からゼロを目標として設定することが望ましいが、
各一般送配電事業者の過去実績や、実際に件数をゼロとするために必要な費用を
踏まえて今後詳細を検討する。
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
②計量、料金算定、通知等の確実な実施－サービスレベルの向上
 計量、料金算定、通知等の確実な実施については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 接続送電サービス、臨時接続送電サービス、予備送電サービス等にお
ける各メニューの確定使用量および料金について、誤算定、誤通知の
件数をゼロ件とすること

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン①】

 目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的理由により目標の未達成があったと判断される場合
には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、規制期間中における社会的便益を見込むものであり、達成状況
に応じて、翌規制期間の収入上限の引き上げ、引き下げを行ってはどうか。

 具体的には、目標を達成した場合、収入上限の引き上げを行い、未達成の場合は、
件数に応じて収入上限の引き下げを行うこととしてはどうか。

※託送供給等約款を遵守する観点からゼロを目標として設定することが望ましいが、
各一般送配電事業者の過去実績や、実際に件数をゼロとするために必要な費用を
踏まえて今後詳細を検討する。
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
③顧客満足度－サービスレベルの向上
 顧客満足度については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 一般送配電事業者がステークホルダーとの協議を通じて、取組目標を
自主的に設定し、それを達成すること

※ステークホルダーとの協議を行う具体的な方法については、今後検討する。
目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、取組の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。



34

目標項目の設定（広域化）
 効率化やレジリエンス強化を進めるには、一般送配電事業者間の協力による広域的な取り組み
が重要だが、こういった取り組みを推進するためには国が目標を設定することが必要と考えられる。

 そのうち、当面、取り組みを推進すべき項目として、以下の３つを目標として設定することについて
前回ご議論いただいた。それを踏まえ、目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付
与方法について、今回ご議論いただきたい。

項目 目標のイメージ

①設備の仕様統一化

 国の審議会における議論を踏まえ、一般送配電事業者が策定、公表した調達改革
ロードマップにおいて、規制期間中に仕様統一を行うこととされた設備品目数について、
その仕様統一の達成度（品目数あるいは達成率）を目標として設定し、その目標を
達成すること。
⇒評価にあたっては、効果が少ない等の理由から導入まで至らなかった設備につい
ては、適切な説明がなされることを前提に評価対象外とすることも一案か。

②系統運用の広域化  需給調整市場の広域化に向けて、広域機関が策定するロードマップに沿った整備を達
成すること。

③災害時の連携推進
 一般送配電事業者１０社が共同で作成し、提出する災害時連携計画に記載された
取組内容（復旧方式等の統一化、電源車の一元的管理等）の達成度を目標として
設定し、その目標を達成すること。
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①設備の仕様統一化－広域化
 設備の仕様統一化については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 国の審議会における議論を踏まえ、一般送配電事業者が仕様統一
を行うこととした設備について、仕様統一を達成すること目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、取組の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。
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（参考）①設備の仕様統一化－広域化
2018年12月26日

第11回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会資料4
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（参考）①設備の仕様統一化－広域化
2018年12月26日

第11回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会資料4
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
②系統運用の広域化－広域化
 系統運用の広域化については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 需給調整市場の広域化を実現する計画を設定し、それを達成すること

※計画は、今後の国や広域機関における議論を踏まえて設定することとし、具体的に
は導入に向けた「システム開発」や「市場運用、システム運用」等を想定。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、計画の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。
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（参考）②系統運用の広域化－広域化
2020年8月7日

第18回需給調整市場検討小委員会
資料4
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
③災害時の連携推進－広域化
 災害時の連携推進については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 一般送配電事業者１０社が共同で作成し、提出する災害時連携計
画に記載された取組内容を達成すること

※具体的には、「復旧方式の統一化」や「電源車の一元管理」等に取り組むことを想
定。
※新たな課題が見つかった場合や、記載内容の更新があった場合等、一般送配電
事業者１０社が必要と認めた場合には、災害時連携計画を修正することとされてい
る。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、計画の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。
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（参考）③災害時の連携推進－広域化
2019年11月19日
第8回電力レジリエンス
ワーキンググループ資料5
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目標項目の設定（デジタル化）
 デジタル化については、 AI、IoTなどのデジタル技術やアセットマネジメントシステムを活用した保安
業務等の高度化を図る等の取り組みを促す観点が重要。

 これらは、中長期的にはコスト効率化に寄与するが、短期的にはコスト増加に繋がる取り組みであ
り、計画的に進めることが必要であることから、一般送配電事業者がステークホルダーの意見を聞き
つつ、自主的に目標を設定することについて前回ご議論いただいた。それを踏まえ、目標の設定、
目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法について、今回ご議論いただきたい。

項目 目標のイメージ

① デジタル化全般

 国が具体的な目標項目、数値を決めず、一般送配電事業者がデジタル化に向けた以下
のような取組目標を自主的に設定し、その目標を達成することとしてはどうか。

（例）
 AI、IoTなどのデジタル技術の活用
 情報提供プラットフォーム構築に向けたシステム投資
 サイバー攻撃に対する対応
 電力データ活用に資するシステム投資

目標設定の際に、一般送配電事業者がステークホルダーと協議を行うことも一案
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①デジタル化
 デジタル化については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 一般送配電事業者がステークホルダーとの協議を通じて、取組目標を
自主的に設定し、それを達成すること

※取組目標の設定にあたっては、一般送配電事業者が費用対効果の観点からコス
ト及びその効果を検証・精査した上で具体的な取組内容を決定する。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、取組の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。

※なお、取組を通じて平均以上の効率化を達成した事業者において、効率化分を翌規
制期間の収入上限に反映することとしてはどうか（今後、詳細について検討する）。
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（参考）①デジタル化
2019年7月16日

第8回 次世代技術を活用した新たな
電力プラットフォームの在り方研究会資料7
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目標項目の設定（安全性・環境性への配慮）
 安全性・環境性への配慮については、公衆、従業員や工事関係者の安全を確保し、また環境へ
の影響にも配慮した取り組みを幅広く促す観点が重要。

 これらの取り組みについては、関係法令を遵守すれば足りるという考えもあれば、より高いレベルの
対応を進めるべきとの考えもあり得ることから、一般送配電事業者がステークホルダーの意見を聞き
つつ、自主的に目標を設定することについて前回ご議論いただいた。それを踏まえ、目標の設定、
目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法について、今回ご議論いただきたい。

項目 目標のイメージ

①安全性・環境性
への配慮全般

 国が具体的な目標項目、数値を決めず、一般送配電事業者が安全性・環境性の配
慮に向けた以下のような取組目標を自主的に設定し、その目標を達成することとしては
どうか。

（例）
 労働災害発生頻度を一定以下にする
 CO2排出量やSF6漏出量を○％削減する
 電圧別ロスを○％削減する
 騒音を○％削減する

目標設定の際に、一般送配電事業者がステークホルダーと協議を行うことも一案



インセンティブ
の付与方法
【パターン②】
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①安全性・環境性への配慮
 安全性・環境性への配慮については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 一般送配電事業者がステークホルダーとの協議を通じて、取組目標を
自主的に設定し、それを達成すること

※具体的には、「労働災害低減」、「電圧別ロスの低減」、「SF6漏出量」等を想定。
※取組目標の設定にあたっては、一般送配電事業者が費用対効果の観点からコス
ト及びその効果を検証・精査した上で具体的な取組内容を決定する。

目標

評価方法
（留意点）

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、取組の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。
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目標項目の設定（次世代化）
 次世代化については、一般送配電事業者が、送配電事業における課題の解決に向けた新たな
取り組みを通じて、送配電NWの次世代化を図ることを促す観点から、具体的には以下のような
目標を設定することについて前回ご議論いただいた。それを踏まえ、目標の設定、目標達成の評
価方法及びインセンティブの付与方法について、今回ご議論いただきたい。

項目 目標のイメージ

①分散グリッド化の推進

 一般送配電事業者が供給安定性・レジリエンス向上、電力システムの効率化、再エネ等の分
散電源の導入促進、地域サービスの向上等を目的とした配電事業等の分散グリッド化に向け
た取組目標（例：実証実験、多様な電力供給モデルの構築、地域の要請に応じた新たなグ
リッド運営等）を自主的に設定し、その目標を達成すること

 配電事業者向けのシステム開放・情報開示等を整理する「分散システム導入プラン（仮
称）」に基づき、適切な配電事業者との契約やシステム開放等の調整を行うこと

②スマートメーターの有効活用等  国の審議会等における議論を踏まえ、次世代スマートメーターを導入する計画を策定すること
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
①分散グリッド化の推進－次世代化
 分散グリッド化の推進については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 一般送配電事業者が配電事業等の分散グリッド化に向けた取組目
標を自主的に設定し、それを達成すること

※取組目標は、今後の国における議論を踏まえて設定することとし、具体的には、「実証実験」、
「多様な電力供給モデルの構築」、「地域の要請に応じた新たなグリッド運営」、「分散システム導
入プラン（仮称）に基づくシステム対応」等を想定。
※取組目標の設定にあたっては、 、国の審議会における議論を踏まえ、一般送配電事業者が
費用対効果の観点からコスト及びその効果を検証・精査した上で具体的な取組内容を決定する。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、取組の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。
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（参考）①分散グリッド化の推進－次世代化
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論点１－②．目標の設定、目標達成の評価方法及びインセンティブの付与方法
②スマートメーターの有効活用等－次世代化
 スマートメーターの有効活用等については、以下のような目標とインセンティブを設定してはどうか。

 国の審議会における議論を踏まえ、次世代スマートメーターを導入す
る計画を策定し、それを達成すること

※取組目標の設定にあたっては、国の審議会における議論を踏まえ、一般送配電
事業者が費用対効果の観点からコスト及びその効果を検証・精査した上で具体的
な取組内容を決定する。

目標

評価方法
（留意点）

インセンティブ
の付与方法
【パターン②】

 取組目標の達成状況を、各社毎に評価する。
（事業者の説明により、合理的な判断や外生要因による計画変更及び目標の未
達成があったと判断される場合には、評価において考慮する。）

 目標の達成により、中長期的な社会的便益を見込むものであり、計画の進捗状況
の公表によるレピュテーショナルインセンティブを付与してはどうか。また、未達成の場合
はその原因と改善策をあわせて公表することとしてはどうか。
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（参考）②スマートメーターの有効活用等－次世代化
2020年9月8日

第1回 次世代スマートメーター
制度検討会資料2
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１．目標及びインセンティブの設定

２．事業計画の策定

３．収入上限算定の全体像
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（参考）一般送配電事業者が策定すべき事業計画の内容
 一般送配電事業者は、国が示した指針に沿って、一定期間に達成すべき目標を明確にした事業計画の策定

や収入上限の算定を行うこととなる。

 その事業計画では着実な投資の実施に向けて、一般送配電事業者が一定期間に達成すべき目標を明確に
するとともに、以下の内容を盛り込むことにすべきではないか。また、効率化の取り組みについても同様に、目標
を明確にすべきではないか。

 一般送配電事業者が策定すべき事業計画の内容

成果目標、行動目標 一般送配電事業者が一定期間に達成すべき目標（安定供給、広域化、
再エネ導入拡大、系統利用者へのサービス品質等の目標）

発電、需要見込みや再エネ連系量予測 等

新設工事や増強工事の方針、投資数量と金額

アセットマネジメント等の手法に基づく更新投資、修繕の方針、投資数量と
金額

仕様統一化や競争発注等を通じた効率化取組施策

前提計画

設備拡充計画

設備保全計画

効率化計画

2020年7月30日
第1回料金制度専門会合資料3
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１．目標及びインセンティブの設定

２．事業計画の策定

３．収入上限算定の全体像
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論点３－①．収入上限算定の全体像
 一般送配電事業者は、一定期間に達成すべき目標を明確にした事業計画の実施に必要な費用を見積もって収入上限を算

定し、国に提出。国は、その見積費用が適正か否かの査定を行う。
 見積費用の査定にあたっては、その費用特性を踏まえ、①CAPEX（新規投資・更新投資）②OPEX（人件費・委託費

等）等に区分し、統計査定なども用いて事業者間比較による効率的な単価・費用の算定を行うこととしてはどうか。なお、査
定方法の詳細については、今後、料金制度ワーキンググループにて議論をしてまいりたい。

OPEX（人件費・委託費等）

一
定
期
間
に
達
成
す
べ
き
目
標
を
明
確
に
し
た

事
業
計
画
の
策
定
【
一
送
】

CAPEX（新規投資・更新投資）

事
業
計
画
の
実
施
に
必
要
な
費
用
見
積
り
【
一
送
】

見
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送配電設備の確実な増強と更新 コスト効率化

コスト効率化

 設備投資については必要な投資を効率的な単価で行うことが重要。
 投資量については、送配電設備の確実な増強と更新の観点から、必要な
投資量が確保されていることを確認する。

 単価については、コスト効率化の観点から、過去実績等に基づく単価の確
認（個別査定）や事業者間比較による効率的な単価の算定（統計査
定）を行う。

 コスト効率化の観点から、費用全体に対し、主に事業者間比較による効
率的な費用の算定（統計査定）を行う。

送
配
電
設
備
の
確
実
な

増
強
と
更
新

コ
ス
ト
効
率
化 その他費用（既存減価償却費、制御不能費用等）

※見積費用の査定結果を踏まえ、必要に応じて申請された事業計画の変更を求めることもある。
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論点３ー②．一般送配電事業者に効率化を促す仕組み
 託送料金制度の狙いは、一般送配電事業者における必要な投資の確保とコスト効率化を両立させることであ

る。
 コスト効率化には、統計査定を通じた一般送配電事業者間の横比較によって、効率化が遅れている一般送

配電事業者の効率化を促す方法が考えられる。
 さらに、業界全体の創意工夫、技術革新に向けた取組を促すために、生産性向上見込み率等を用いた効率

化係数を設定することとしてはどうか。

費用査定
（統計査定の活用）

一般送配電事業者
間の横比較

効率化係数の設定

効率化が遅れている一般送配
電事業者の効率化を促す
※地域独占により競争が働きにくいこと
への対応

一般送配電事業者の将来的
な効率化を促す
※業界全体の創意工夫、技術革新を
促す対応

コスト効率化

生産性向上見込み
率等を用いた査定
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（参考）効率化係数の設定
 効率化係数の設定において、参照する指標として例えば以下のような方式が考えられる。

 詳細については、料金制度ワーキンググループにおいて検討を予定している具体的な費用査定（統計手法
等）の詳細設計とあわせて今後、議論する。

方式 概要 水準
（＋はコスト効率化、▲はコスト増加）

① 労働生産性上昇率
準拠方式 労働生産上昇率を用いて係数を設定

全産業：▲1.0%（2018年）
電気・ガス・水道：1.2%（2018年）
※日本生産性本部公表の就業者1人あたり実質労働生
産性上昇率を参照

② 他業種等参照方式 他業種（例：インフラ業種）で適用されて
いる効率化係数を適用

電気通信：7.0%（2019年）
※NTT東日本、西日本におけるユニバーサルサービスに係る
設備利用部門の効率化計画で見込んだ効率化率を参照

③ 過去実績準拠方式 過去の効率化実績や託送料金の低減率を
用いて係数を設定

0.5%（2018年）
※一般送配電事業者10社合計の前年対比の実績費用
減少率を参照

④ フル生産性準拠方式 全要素生産性（TFP）向上率を用いて係
数を設定

▲0.8%（2018年）
※日本生産性本部公表の全要素生産性上昇率を参照
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（参考）ドイツにおける効率化係数の設定
2019年3月4日

第6回次世代技術を活用した新たな
電力プラットフォームの在り方研究会参考資料


